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1　はじめに
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震に伴う大津波により，東京電力福島第一原
子力発電所（以下，「福島第一原発」という）事故
が起きた。現地で暮らす人々の多くが故郷を離れ
ることを余儀なくされ，事故の影響は続いている。

原子力・放射線部門の技術士は，所属組織の一
員として様々な事故対応に従事するとともに，技
術士という立場で被災した人々へ直接支援を行い，
また，原子力利用に関する賛否の議論から福島の
人々の尊厳を守るために，技術士の責務に基づき
福島の状況を人々に伝える活動に取り組んできた。

本誌では，事故後 5 年を経た時点での事故の
影響と現状，課題を整理することを目的とした本
企画の概要を紹介する。また，CPD 講座の内容
を基に廃炉戦略の概要を紹介する。

2　原子力･放射線部会の継続研鑽と情報発信
我々は，部会創立 10 年目に「今後 10 年の活動

方針」を定め，8 つの活動計画を定めた 1）。その
中で，「3.11 事故の反省・教訓を忘れない働きか
け」「部会員の技術士個人活動の支援」の観点から，
・住民目線のリスクコミュニケーション
・事故事象の理解から収束への道筋の調査
・時事問題の解説と説明のための指標等の作成
という 3 つの計画を立てている。

しかし，原子力は総合技術であり，人々の関心は
多岐にわたる。技術士個人が社会との対話の前線
に立つと，事故の当事者として専門領域をカバーし
きれていないことを自覚させられた。積極的に情報
収集を試みないと自身の専門以外の情報源が偏る
ことや，生の声に常に聞き耳を立てねば世の中の関
心から乖離してしまう危険性も認識した。部会の継
続研鑽の取り組みとして，事故後 5 年間に 34 件
の CPD 講座，9 件の見学会を開催した。そのうち，
前者の 29 件，後者の 7 件を，事故原因の分析，
事故の影響の確認，事故後の事業者の取り組み，地
域の実情や苦悩を知ること，我々自身の対話能力の
向上等をテーマに自ら反省し学び直す場とした 2）。

さらに，一般の人々に直接情報を発信する以上に，
原子力・放射線部門以外の技術士に向けた情報発
信を重視してきた。技術士は原子力への賛否も含
めて，ある意味社会の縮図である。一方で科学技
術に対する冷静な判断能力も有しており，自ら判断
できる透明・中立な情報を伝えることで，技術士を
介して情報が一般の方々にも伝達されることを期
待したからである。我々は部会の例会，特に意見交
換の場に原子力・放射線部門以外の技術士の参加
を呼び掛け，情報ニーズの把握に努めてきた。また，
主義主張を含めない話題提供と，我々自身の姿勢
に細心の注意を払いながら，CPD 教材の編纂，3
件の中央講座（1件は近日実施），2 件のミニ講座，
1 件の技術士フォーラムを企画提案してきた。

技術士（原子力・放射線部門）の福島支援活動と廃炉戦略の概要
Decommissioning Plan of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station and CPD of the Nuclear and 

Radiation Professional Engineers for Fukushima Support Activity

佐々木　聡
Sasaki  Satoru

福島第一原発事故後の福島支援のための原子力・放射線部会の継続研鑽の取り組みを紹介した。先ず本号
では，連載企画の構成と概要を示し，CPD 講座を基に，課題概要のリスク評価に基づく廃炉戦略を紹介した。

This serialization article will describe Continuing Professional Development（CPD）of the nuclear 
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and the outline of the serialization are noticed.  Based on the lecture of CPD, issues and risks of the 
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本企画においても，情報ニーズを確認したところ，
・‌�福島第一原発サイト内（以下「オンサイト」と

いう）の現状と課題は何か ?
・‌�事故によるサイトの外（以下「オフサイト」と

いう）への影響と現状と課題は何か ?
・‌�原子力業界は事故の反省を踏まえて変わったか?
という 3 点に集約され，特に事故から 5 年目とい
う節目に際し，オンサイト情報に関する関心が高かっ
た。これらを踏まえて，シリーズ構成を検討した。

3　シリーズ構成の概要
オンサイト情報への関心は，報道や政府や事業

者からの断片的な情報への不満を背景に，
・‌�廃炉作業の全体像が見えず，概要を理解したい
・‌�廃炉作業で検討される技術ニーズを知りたい
・‌�多岐に渡る汚染水対策の技術根拠を知りたい
・‌�事業者の安全管理・品質管理の実態を知りたい
という自らの判断材料を欲するものであった。
情報が判り難い背景は，以下のように分析した。
・‌�通常の原子力発電所の廃止措置＊1 と福島の廃

炉作業との相違が理解されていないこと
・‌�トラブル情報だけがリスクの大小なく流れ，廃

炉作業全体の課題と優先順位が判り難いこと
オンサイトの技術課題を以下の 4 点に整理した。
① 汚染水対策
② 1～3 号機の使用済み燃料集合体の取出し
③ 燃料デブリ＊2 の取出し
④ ‌�通常の廃止措置とは質・量ともに異なる廃棄

物の処理・処分
上記を踏まえて，企画を検討した。なお，現状確
認のために 5 月 23 日に開催した福島第一原発
の見学会についても，別途報告する。

オフサイトの話題は，我々の反省を基に検討し
た。福島で今起きている問題は，原発事故が原因
である。しかし，事故から 5 年を経る間に蓄積さ
れた膨大なデータから，放射線影響による生物学
的な健康被害は初期対応により封じ込めたといえ
る一方で，社会的影響，精神的影響による健康被

害は増大し続け，故郷を失い地域社会や家族の分
断という社会的災害の先が見えていない。この福
島の課題の解決策を見いだすためには，「放射能」
以外の理由も明らかにしなければならない。

当初，理科と社会科教育における放射線の取り扱
い方等を例に，国民への正しい放射線知識の必要
性が唱えられた。教育問題への指摘はその通りだが，
その前に，専門家の信用を失墜させた低線量放射
線被ばくの健康影響に関して意見が割れた理由や，
避難指示が二転三転した理由を明らかにし，緊急時
の行動としての反省点を列挙する必要がある。

また，放射線影響の回避という点で正しい対応が，
住民の立場で考えた行動予測の欠如や，いわゆる
災害弱者への配慮の欠如により災害関連死や健康
被害を引き起こし，風評被害を含む社会的な災害を
引き起こした。すなわち，一般の方々のリスク認識
の議論の前に，専門家や行政にこそリスクトレード
オフ＊3 の考えが欠如していた実態も浮かび上がる。

リスクコミュニケーションを担う専門家が，放
射線影響という自身の専門以外の健康リスクを複
合的に捉えていないこと，定量的な議論に進むこ
とができない理由も明らかにしなければならない。

過去の経緯と福島の実データを積み上げ，課題
を複合的に捉えて初めて，事故の経験を糧にして，
真の減災への取り組みや地域の創生への足がかり
ができるのではないかと考えた。このような視点
でオフサイトの問題をより掘り下げた CPD 講座
を開催し，本シリーズで紹介する。また，先に述
べた計画に基づき，当部会員の福島支援の経験を
踏まえて過去 2 年間実践しているリスクコミュニ
ケーション活動に関しても本シリーズで紹介する。

原子力発電所の再稼働問題に代表される，福島
の事故の反省が安全構築に生かされているのかと
いう人々の疑問に，新規制基準への技術的対応の
説明だけでは，納得が得られないのは当然である。
事故を起こさないための対応は積み重ねるが，
万一にも設計で想定していた以上の事態になった
場合に，より最悪の事態を回避し，拡大したとして
も被害を最小にする考え方として，レジリエンスエ＊ 1：‌�廃止措置：廃止措置は廃炉計画の立案から規制の解

除まで含む用語　本誌では技術的な作業に特化する
場合は，広く普及した「廃炉」と同義とする

＊ 2：‌�燃料デブリ：燃料と被覆管等が溶融し固化したもの

＊ 3：‌�リスクトレードオフ：一つのリスクを減らそうとす
ると別のリスクが増え，総合的にリスクを減らせな
い状態が起こること
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ンジニアリング＊4 による原子力の安全向上に向け
た取り組みが検討されている。設計の充実と人間
のエラーの回避を軸に，安全を担保する従来の考
え方に対して，システムも環境も動的に変化する中
で，決定的な破局を回避するのも人間であるとして
動的な安全を担保するという考え方である。本取り
組みに関しても CPD 講座の内容を基に紹介する。

4　オンサイトの現状と課題と廃炉戦略
3章の検討に基づきCPD支援委員会に協力し，

3 月 12 日に中央講座『東京電力福島第一原子力
発電所の事故から 5 年，現状と課題をリスクの
大小を踏まえて理解する』を開催した。

講座では，基調講演を前頁記載の②も含めて東
京大学の岡本孝司氏にお願いし，①に関しては関
西大学の大西有三氏に，③に関しては東京大学の
鈴木俊一氏にご講演頂いた。④については，日本
原子力研究開発機構（以下 JAEA）の宮本泰明
氏に原子力・放射線部会の例会でご講演頂き，
CPD 講座受講者からの関心の高かった廃炉のた
めのロボット／遠隔技術については，CPD ミニ
講座にて JAEA の川妻信二氏にご講演頂いた。
①③④の詳細は，本シリーズの 9～11 月号で解
説することとし，以下，岡本教授の講演「現状と
課題をリスクの大小を踏まえて理解する」をベー
スに福島の廃炉戦略の概要を紹介する。

通常の原子力発電所の廃止措置は，運転終了後
に使用済み燃料を取出し管理下に置くとともに，施
設内の放射性物質を除去・処分することで，被ばく
もしくは汚染のリスクを無くすことが目的である。
使用済み燃料を取出してしまえば，「止める」「冷やす」
は不要となるため，「閉じ込める」を確保しながら，
主に炉心近傍の放射化物＊5 を取り除く作業であり，
一般の原子炉においては確立された技術である。

一方で，福島第一原発の廃炉の場合，核燃料物質
が溶融し，炉心燃料中の核分裂生成物が放出された
ことにより，大きなリスク源が施設全域に拡大した。

水素爆発が起こった衝撃や津波や海水注入によ

る鉄筋の腐食等，建屋の構造材への影響へのリス
クも時間とともに増大し，通常の廃炉作業で利用
できるクレーン等の既設設備も使えない。全ての
作業で，閉じ込め性能の担保と高放射線環境下で
の機器性能や被ばく管理の両立が求められる。

最初のステップである燃料プールからの使用済
燃料の取り出しも，4 号炉は完了したが 1～3 号炉
の約 1600 本の搬出完了は 2020 年度である。
燃料デブリも取出し工法の方針決定を来年度とし
ているが，燃料デブリの位置・量・性状の推定とと
もに，原子炉格納容器に水を張って取り出すか，放
射性物質の飛散や水による遮蔽ができずに高線量
となるリスクがあっても水を張らずに取り出すの
か，燃料デブリへのアクセスも上部から行うのか
横から行うのか等の難しい判断を必要としている。

汚染水対策は，含まれている放射性物質の量と施
設境界から放出される可能性によりリスクが異な
る。燃料冷却のために循環注水している建屋内汚染
水は，地下水等が流れ込むことにより日々増加する。
このため，「汚染源」を取り除く，汚染源に水を「近
づけない」，汚染水を「漏らさない」の方針のもとに，
雨水対策や地下水位の管理，凍土壁等と合わせて
対策を進めている。浸透・拡散のリスクが高い建屋
の海側の地下トンネル（トレンチ）に残留していた
高濃度汚染水等は除去を完了し，他の滞留水もリス
クに応じて順次処理を行っているが，社会との関係
を念頭に置くと，高濃度汚染水以外の放射性物質を
含む水についても，敷地外に影響が及ぶことによる
風評被害に考慮する必要がある。リスク源の洗い出
しのための総点検を行い，汚染源の除去，排水路の
清掃等も進め，トラブルを減らす努力を行っている。

以上より，主なリスク源を放射性物質の含まれる
量等に起因する「潜在的な影響度」で評価したも
のが表 1，「閉じ込め機能喪失の起こりやすさ」で
Ⅰ～Ⅲと評価したものが表 2 である。図 1は 2 つ
の指標でリスク源を整理したもので，左下から右上
へと大きくなるリスクレベルに従い低減戦略を定め

＊ 4：‌�レジリエンスエンジニアリング：レジリエンスと
は弾力性や復元力の意で，無事故の状態の安全

（Safety-I）ではなく，変化する状態でも物事が適正
に進み安全を保つ（Safety-II）ための方法論

＊ 5：‌�放射化物：原子炉の運転中に中性子等により放射性物
質に転換した元素やこれらを含む物質　主に炉心近
傍の構造材のため，運転実績や中性子の計測，材料組
成から含有核種や物量が評価可能。放射性廃棄物全
体の 5 ％以下で，処理・処分方法も確立している
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たものが図 2 である。2015 年 6 月に改定された
福島第一原発の廃止措置等に向けた中長期ロード
マップはこの廃炉戦略に基づき定められている。

岡本教授の講演では，リスク源の特徴とともに，
時間とともに変化する全体リスクを俯瞰し，総合的
なリスク低減を図る必要性が強調された。現状把握，

将来予測（経年劣化，増加，減衰），ハザード耐性
評価，社会的ハザードの考慮，重要度分類・緊急
度分類，長期的視野を持ち，目の前の対策ではな
く 5 年後の対策を見据える必要性を説明された。

また，リスクトレードオフの考えのもと現場を中
心とした総合的なリスク管理を行うこと，総合的
なリスクを下げる規制を行うこと，トラブルは必ず
発生する前提で，社会的被害を小さくするための
マネジメント策を考えておくこと等を強調された。

5　おわりに
連載企画の実施にあたり，原子力・放射線部門

のこれまでの取り組みを示し，5 年目の今，体系
的に発信すべき情報を検討した経緯を示したうえ
で，シリーズの構成と概要を紹介した。

福島の廃炉を成し遂げるためには部門を超えた
英知の結集が必須である。福島の再生には，福島
に住む人々には自らの判断に役立つ情報を，福島
以外に住む人々には無用な風評被害を避けるため
の情報を，多くの方々の協力の下で繰り返し発信
することが必須である。本シリーズから得られた
情報を皆様の知識として整理し，廃炉と福島再生
のための知恵に変えて頂ければ幸いである。
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表1　潜在的影響度の評価 3）
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